
 

千葉市条例第  号 

千葉市議会政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例 

千葉市議会政務調査費の交付に関する条例（平成１３年千葉市条例第

２４号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「次条第１項」を「次条第２項」に、「５０，０００円の

額」を「政務調査費全額を会派に交付すること」に改め、「選択した会

派」の次に「を除いた会派」を加える。 

第３条第１項及び第２項を次のように改める。 

 政務調査費の月額（以下「基準月額」という。）は、議員１人当た

り３００，０００円とする。 

２ 会派に対する政務調査費の月額は、基準月額の範囲内で各会派が定

める額（以下「会派交付額」という。）に各月の初日（次項及び第４

項において「基準日」という。）における当該会派の所属議員の数

（以下「所属議員数」という。）を乗じて得た額とする。 

第３条第６項中「第１項」を「第２項」に改め、同項を同条第７項と

し、同条第３項から第５項までを１項ずつ繰り下げ、同条第２項の次に

次の１項を加える。 

３ 基準日に交付対象議員である議員に対する政務調査費の月額は、基

準月額から会派交付額を減じて得た額とする。 

第１０条第４項中「場合」の次に「又は政務調査費の交付を受けた交 

付対象議員が会派を異動した場合において」を加える。 

附則を附則第１項とし、附則に次の１項を加える。 

２ 平成２２年４月１日から平成２３年４月３０日までの間において交

付する政務調査費に係る基準月額は、第３条第１項の規定にかかわら

ず、同項に規定する額から、当該額に１００分の１０を乗じて得た額

を減じた額とする。 

附 則 

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の千葉市議会政務調査費の交付に関する条例

第３条及び第１０条第４項の規定は、この条例の施行の日以後に交付

される政務調査費について適用し、同日前に交付された政務調査費に



 

ついては、なお従前の例による。 
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議 案 説 明 

 政務調査費の月額を暫定的に引き下げるほか、会派による交付金額

の選択ができるようにするため、条例の一部を改正しようとするもの

であります。 


